
補償コンサルタント登録制度：登録の要件

（１）登録の要件は次のとおりです。

1.登録を受けようとする部門ごとに当該登録部門に係る補償業務の管理をつかさどる
専任の者で次のいずれかに該当する者（補償業務管理者）を置く者であること。た

だし、総合補償部門の登録を受けようとする者にあっては、当該部門に係る補償業

務の管理をつかさどる専任の者は、イに該当する者であって補償業務に関し５年以

上の指導監督的実務の経験を有するもの、又はこれと同程度の実務の経験を有する

ものとして国土交通大臣が認定した者でなければならない。

なお、補償業務管理者は常勤し、その業務に専任する必要があります。

イ 当該登録部門に係る補償業務に関し７年以上実務の経験を有する者

ロ 国土交通大臣がイに掲げる者と同程度の実務の経験を有するものと認定した者

2.財産的基礎又は金銭的信用を有する者であること。
一 法人の場合は、資本金が５００万円以上であり、かつ、自己資本の額が

１０００万 円以上である者

二 個人の場合は、自己資本の額が１０００万円以上である者

（２）登録部門（８部門）及び各部門の業務内容は次のとおりです。

1.土地調査部門
◦ 土地の権利者の氏名及び住所、土地の所在、地番、地目及び面積並びに権利の種
類及び内容に関する調査並びに土地境界確認等の業務

2.土地評価部門
◦ 土地の評価のための同一状況地域の区分及び土地に関する補償金算定業務又は空
間若しくは地下使用に関する補償金算定業務

◦残地等に関する損失の補償に関する調査及び補償金算定業務

3.物件部門
◦ 木造建物、一般工作物、立木又は通常生ずる損失に関する調査及び補償金算定業
務

◦ 木造若しくは非木造建築物で複雑な構造を有する特殊建築物又はこれらに類する
物件に関する調査及び補償金算定業務

4.機械工作物部門
◦機械工作物に関する調査及び補償金算定業務

5.営業補償・特殊補償部門
◦営業補償に関する調査及び補償金算定業務
◦漁業権等の消滅又は制限に関する調査及び補償金算定業務



6.事業損失部門
◦ 事業施工中又は事業施行後における日陰等により生ずる損害等に関する調査及び
費用負担の算定業務

7.補償関連部門
◦ 事業に対する地域住民の意向に関する調査及び事業施行に伴い講じられる生活再
建のための措置に関する調査等の業務

◦補償説明及び地方公共団体等との補償に関する連絡調整業務
◦事業認定申請図書等の作成業務

8.総合補償部門
◦公共用地取得計画図書の作成業務
◦公共用地取得に関する工程管理業務
◦補償に関する相談業務
◦関係住民等に対する補償方針に関する説明業務
◦公共用地交渉業務


